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子どもの自死を繰り返させないために・その２

～「青森市いじめ防止対策審議会報告」から学ぶ～

【愛教労学習資料】

2016 年 8 月に青森市の中学２年生の葛西りまさんが自ら命を絶った事件について，
青森市いじめ防止対策審議会は，報告書の中で国に対して提言を行っています。いじ

めや自死の原因となっている全国学力テストを見直すとともに、過度な競争をなくす

ための教育システムを構築することを提言しています。なぜこのような提言が出され

たのでしょうか。審議会報告の全国学力テストや過度な競争システムの部分を抜き出

して紹介しつつ、それに補足の資料を加えて考察していきたいと思います。

Ⅰ 報告書「はじめに」より

報告書では、二度とこのような悲惨な事件を起こしてはならないと、「市の権限を

超える問題」についても言及したとしています。また、国などにも是非受けとめてほ

しいと訴えています。

Ⅱ 報告書「青森市立浪岡中学校の経緯」より

報告書は、葛西りまさんが通っていた中学校において、全国学力テストによる競争

によるひずみ、とくに「学力向上」を求める雰囲気が広がっていた可能性を指摘して

います。

Ⅲ 「青森市教育振興基本計画」より

では、Ⅱで指摘された「学力向上」を求める雰囲気の可能性について、「青森市教

育振興基本計画」をもとに考察してみましょう。同計画では、学力テストの結果につ

いて分析した上で、数値目標を出すなどさらなる「学力向上」を求めています。この

計画がそのまま各学校に押しつけられると、教員や子どもたちに大きなプレッシャー

となっていた可能性があります。
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基本施策1 子どもたちに確かな学力を身に付けさせます。

基本施策1 現状及び課題

全国学力・学習状況調査3における本県の児童生徒の学力は、これまで同様、都道

府県別では上位に位置しており、本市の結果も同等のものとなっています。

しかしながら、「思考力・判断力・表現力」については、依然として「基礎的・基

本的な知識や技能」に比べ正答率が低い傾向にあります。

このことから、子どもたちに確かな学力を身に付けさせるため、国及び県の学習状

況調査の結果に基づいた、各学校単位での学力向上に向けた取組を充実させるととも

に、「思考力・判断力・表現力」を育成する必要があります。

施策1-1 学力向上アクションプランに基づく学力の向上

【施策1-1 現状及び課題】

本市の児童生徒の学力については、平成26 年度全国学力・学習状況調査において、

小・中学校ともに、全国平均を上回っており、全国でも上位に位置しています。

また、平成26 年度青森県学習状況調査4においては、小学校では、4 教科の総合で、

県平均を若干上回っており、中学校では、5 教科の総合で県平均を上回っています。

このように、本市の児童生徒の学力は定着している状況にありますが、今後も現状

に満足することなく、学力の更なる向上を図る必要があります。

【施策1-1 施策の展開】

①学習状況調査の分析に基づいた指導方法の研究等

児童生徒の学力の更なる向上を図るため、全国及び県の学習状況調査を、中学校区、

学校ごとまで分析し、成果と課題を洗い出します。

また、その課題の解決のための指導方法を研究し、授業改善の手立てをまとめた報

告書の配付、学校訪問や研修講座を通した各学校への周知に取り組みます。

②各学校の学力向上アクションプランの検証・改善への支援

各校長との面談等を通して、各学校が実施する、学力の向上のための具体的な目標

と達成に向けた手立てをまとめた、「学力向上のためのアクションプラン5」の検証・

改善を支援します。

③指導事例集を活用した指導・助言

全国及び県の学習調査結果の分析に基づき、本市の課題の解決を図る授業改善のた

めの指導事例集を作成するとともに、学校訪問や研修講座において指導事例集を活用

しながら、確かな学力の育成を目指した授業づくりのポイントについて指導・助言し

ます。

④組織的・計画的な繰り返し学習の実施の徹底

基礎的・基本的な内容の定着や苦手分野を克服させるため、各学校に対しては、朝

の時間、業間6、放課後などに15～20 分程度の学習時間帯を設けたり、家庭学習の課

題にしたりするなど、組織的・計画的な繰り返し学習の徹底に取り組みます。

5 ［学力向上のためのアクションプラン］ 各小・中学校長が、自校の児童生徒の学力の実態に応じ、「確かな学

力」の向上のために作成するプラン。内容には単年度で達成できる目標と、具体的な方策が盛り込まれている。

基本施策1 目標とする指標

①指標名 学習状況調査の県平均正答率との差（小学5 年生）
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基準値 0.8pt（平成27 年度）

目標値 0.8pt（平成32 年度）

指標の説明 県学習状況調査における4教科総合の平均正答率の本市と県の差

※平均正答率は、（4 教科の平均正答数）/（4 教科の問題数）である。

【出典：県学力学習状況調査報告書】

②指標名 学習状況調査の県平均正答率との差（中学2 年生）

基準値3.5pt（平成27 年度）

目標値4.0pt（平成32 年度）

指標の説明 県学習状況調査における5教科総合の平均正答率の本市と県の差

※平均正答率は、（5 教科の平均正答数）/（5 教科の問題数）である。

【出典：県学力学習状況調査報告書】

Ⅳ 報告書「我が国における中学校教育の現状」より

報告書では、国の教育方針が学力向上に偏っており、思春期教育が不十分なものと

なっていること、さらに競争的な教育システムが広がっていていじめ・自死の原因と

なっていることを指摘しています。

ここで述べられている国立教育政策研究所と国連子どもの権利委員会についての資

料を、以下で紹介します。
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児童生徒にストレスをもたらす最大のストレッサーは、友人関係にまつわる嫌なできご

と、次いで人に負けたくないという過度の競争意識であり、勉強にまつわる嫌なできご

とが続きます。（国立教育政策研究所 生徒指導リーフ増刊号 Leaves．1 いじめのな

い学校づくり－『学校いじめ防止基本指針』策定Ｑ&Ａ）

委員会は、日本の学校制度によって学業面で例外的なほど優秀な成果が達成されて

きたことを認めるが、学校および大学への入学を求めて競争する子どもの人数が減少し

ているにも関わらず過度の競争に関する苦情の声があがり続けていることに、懸念とと

もに留意する。委員会はまた、このような高度に競争的な学校環境が就学年齢層の子ど

ものいじめ、精神障害、不登校、中途退学および自殺を助長している可能性があること

も、懸念する。（国連子どもの権利委員会 第3回総括所見 2010年）

Ⅴ 報告書「提言；おわりに－学校・市教委を超える問題」より

報告書では、最後に、国に対する提言を行っています。思春期教育の充実と、全国

学力テストの見直し・過度な競争をなくすための教育システムの構築と、教員の多忙

化解消の 3点です。

報告書は、2 点目の全国学力テストの見直しと過度の競争をなくす教育システムの
構築について、さらに詳しく説明をしています。
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